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１．日本科学者会議福岡支部第43回定期大会の案内 

日本科学者会議福岡支部 第４３回定期大会を下記の通り開催します。 
会員の皆さんの出席をお願いします。 
 
また、欠席される場合はこのお知らせの末にある委任状（メールでの送付可）をお出しください。 
なお、例年通り、委任状を出されずに欠席された場合は、議決権を議長に委任されたものと見なさ
せていただきます。 

記 

 
日 時：2013 年 5 月 12 日（土曜日）開場 13:30 開始 14:00～15:00 
場 所：大丸エルガーラ 6F 久留米大学・福岡サテライト（国体道路側入口より） 
 
議事  ：2012 年度支部活動報告 
    ：2012 年度支部会計報告 
    ：2013 年度支部活動計画 
    ：2013 年度支部予算案 
-----------------------------------  委任状  ------------------------------------ 
日本科学者会議福岡支部会員（        ）は、第 43 回定期大会における議決権を 
（       ）に委任します。 

       2013 年   月  日 

（記入がない場合は議長委任と見なさせていただきます）。 

 
日本科学者会議 
福岡支部ニュース 

2013 年 04 月 24日発行 No.218 



 2 

２．<3.11>２周年原発シンポジウム「原発ゼロ社会をめざして」（3/3）報告 
 
 3.11 東北地方太平洋沖地震に端を発した福島第一原発事故から２周年を迎えるにもかかわらず，
16万人が避難生活を余儀なくされているだけでなく，現在もなお原発事故による被害が進行している．
一方では，内部被曝を無視した放射線被曝に関しての新たな「安全神話」が振りまかれ，安倍自民党
政権のもとで脱原発の方向からの大きな後退が計られようとしている． 
 JSA 福岡支部は，これまで原発シンポジウムを３回開催してきたが，２周年にあたり，放射線被曝
による健康影響や原子力安全規制改革の問題，さらにいま闘われている九州玄海訴訟についての認識
を新たにすることは，大いに意義があるものと考えて３月３日に本シンポジウムを企画した． 
 会場がそれほど大きくないため宣伝を控えたことから，シンポジウム直前には，参加者がどれほど
あるかを心配したが，６０名を超える参加者を迎えることができた． 
 シンポジウムでは，はじめに高岡滋氏（医師）が「低線量被曝，内部被曝による健康影響」と題し
て，水俣病被害の実相が歴史的経過を踏まえながら，今回の原発事故による被曝の健康影響について
どのように考えるべきかについて重要な報告を行った．次に吉岡斉氏（九大副学長）が「難航する原
子力安全規制改革」と題して，現安倍政権の原子力行政の問題点を適切なギャグを挿入しながら明快
に指摘した．最後に近藤恭典氏（弁護士）が「九州玄海訴訟 取り組みの現状」と題して，一般論とし
て司法の限界と効用を説明したあと九州玄海訴訟についての意気込みを語った． 
 なお，シンポジウムのあと１名が入会し，また，後日もう１名が入会希望を表明した．本シンポジ
ウムの様子は以下の web サイトで再現することが出来る． 
http://jsafukuoka.web.fc2.com/Reikai/blog/files/archive-mar-2013.html 

（三好記） 
 

 
３．科学者会議北九州分会例会報告 
 
 2013 年 3 月 22 日（金）、例会が開かれました。当日は、新規参加者も有り、簡単な参加者の
自己紹介が行われました。 引き続いて 
話題提供者：三輪俊和氏、【「アベノミクス」を斬る～新自由主義から新福祉社会へ～】というタ
イトルで講演が行われた。その概要を紹介する。 
 
Ⅰ 総選挙と安倍政権の成立 
・安倍政権は、小選挙区制による虚構の多数により成立した。新自由主義勢力で（自民、民主、
公明、維新、みんな）議席占有率 94.8%になる。これは民意を反映しない選挙結果である。 
・争点ぼかしのマスコミ報道(自民か民主か第 3 極か)と、小選挙区制の弊害：得票率で案配する
と(比例制なら)選挙結果は大幅に変わる。 
・安倍政権にとって、参議院選(7 月)を乗り切れば、3 年間で、改憲から新自由主義の徹底まで、
千載一遇のチャンスである。 
・総選挙で問われた 21 世紀の第 3 の転換：第 1 の転換ブッシュによる新自由主義政策、小泉・
安部新自由主義、ブッシュからオバマへ、反自由主義転換：自→民政権交代（鳩山）・・菅政権(中
間的)→野田政権(新自由主義への回帰) 
・総選挙結果は「政権と民意のねじれ」を深刻化した：民意：自民＋民主(09 年 70％、10 年 55％、
12 年 44％）、今回の総選挙は新自由勢力の伸張、(自民+民主＋維新＋みんな）圧勝 
 
Ⅱ「アベノミクス」を斬る。 
・無制限の金融緩和：日銀が市中銀行から国債を買い入れることで貨幣を供給する： 
企業で停滞、内部留保の増大となる。安倍政権はデフレ不況を貨幣現象でしか見ていない。実態
は、リストラ・低賃金(輸出価格の低下)→円高→リストラ・低賃金(輸出価格の低下)→円高。相対
的購買力平価の上昇。 
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・財政健全化を捨て、バラマキ（大型公共事業）：円と国債の信頼の失墜への危険 
・民間投資を喚起する成長戦略(グローバル企業中心)：原発輸出、産業空洞化 
●「アベノミクス」登場背景 
「景気対策」国民の強い関心。消費税引き上げの条件はデフレ不況克服が前提。日銀 2014 年度
物価上昇率１％目標断念 
 
Ⅲ 新自由主義は福祉国家解体だ！ 
●新自由主義の戦略 
・自由主義、市場原理、小さな政府 
・多国籍企業利潤第 1：グローバル化で地球規模で自由市場拡大。 高率法人税、累進課税負担
を嫌う。所得再配分を柱とする福祉国家は財政的危機、→基幹税を消費税に。福祉国家が担って
きた公共的課題縮小 
・多国籍企業型蓄積でアジアに進出：中国の賃金は日本の 1/32、アジアの環境規制基準が低い 
・民間活力→ビジネスチャンス：規制緩和、民営化 
●法人税切り下げ・年金医療社会保障の支出カット、規制緩和と民営化：格差社会、福祉/医療に
競争原理→貧困層の拡大＋福祉・医療差 
 
Ⅳ 消費税に頼らない福祉財源 
●日本の特殊性 
・日本の社会保障は国際的に見ても貧弱 
・大企業の内部留保は増大したが民間平均賃金は減少・・国際的に見て日本は特殊 
・高額所得者の税負担率は、ある値を境に減少する。 
・世界第 3 位の経済力がありながら、国際競争力を名目に低賃金、不安定雇用→266 兆円の内部
留保(国家予算の 3倍) 
●政策の転換：派遣法をあらため、正社員に雇用する。中小企業と適正な価格取引。最低賃金を
上げて生活保障。 
・大企業の内部留保 6.8％で 460 万人の正社員増→国民所得の増加、消費の増加→大企業、中小
企業の利益上昇(経済成長) 
 
Ⅴ 新自由主義から新福祉国家へ 
●政策の対決： 
・新福祉国家：憲法 25 条基本的人権の保障（日本経済を国民本位に）、国民主権（自由・民主主
義の発展）、恒久平和憲法 9条(案の条約を無くし、非核、非同盟、中立の日本) 
・新自由主義競争国家：反福祉競争国家、アメリカ多国籍企業のグローバリゼーション－地球規
模の戦争、日本の多国籍企業－構造改革、憲法改悪 
 
Ⅵ 北欧の福祉社会に学ぶ。 
北欧諸国は、小規模国家だが、豊かな社会福祉を実現し、経済の安定成長を持続している。一人
当たりの国民所得（ノルウェー世界Ⅰ）、GDP も高い。公的分野就業者も日本より多い。女性の
社会進出の指標、ジェンダー・エンパワーメント指数が高い。 
家族関連支出（家族関連社会保障費＋保育サービス、出産・育児休業給付など）の対 GDP 比率も
高い。 
・福祉国家と比例代表制 
北欧諸国、欧米諸国の大半は比例代表制、多党・連立政権 
小選挙区制－アメリカ、イギリス、カナダ、フランス 
アメリカの小選挙区制：保守２大政党－低所得者低投票率（年収 15000 ドル以下 10％） 
（報告者：秋貞英雄） 
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４．講演会「立憲主義からみた自民党改憲案の問題点」（5/12）の案内  

講演会の案内 

立憲主義からみた自民党改憲案の問題点 
 JSA 福岡支部大会のあとに標題の講演会を開きます．要領は下記の通りです．ご関心のある方の
多数の皆様のご来場を期待します． 

記 

日 時：2013 年 5 月 12 日（土曜日）開場 15:00 開始 15:30～17:00 
場 所：大丸エルガーラ 6F 久留米大学・福岡サテライト（国体道路側入口より） 
講 演：「立憲主義からみた自民党改憲案の問題点」 
講演者：星野圭弁護士（福岡第一法律事務所） 
入場料：無料 

講演の要旨 

 立憲主義とは何か．簡単に言えば，生まれながらに対等平等な国民が，相互の社会契約に基づ
いて，憲法によって立つ統治体制を作り，それによって自分たちの基本的人権を守ろうという考
え方です．立憲主義のもとでは，国民の基本的人権の擁護こそが国家の最大の義務であり，その
ために国家が存在していると言っても過言ではありません． 
 ところが，２０１２年４月２７日に自由民主党が公表した憲法改正草案では，国民自身が自
助，共助の精神の中で基本的人権を尊重する義務を負うものとされ，さらには国民自身に憲法尊
重擁護義務が課せられています．自民党改憲案では，国民の基本的人権の擁護が，国家の義務か
ら国民の義務へと置き換えられているのです． 
 自民党改憲案を貫く思想は，人類が，そして我われ日本人が歴史の中で実践，形成してきた立
憲主義を根本から否定するものとなっています．なぜそのように評価できるのか，その点を指摘
していきたいと思います． 

 
５．JSA福岡支部ホームページ読み物（第44話） 
ランニング考（１）	
 
 ２０年以上のブランクを経て，約１年前からランニングを再開した．退職して比較的時間的に余裕
が出来たことが１つのきっかけである．もう一つの契機は，２０数年前にフルマラソン完走の感動を
もう一度味わいたいと気持ちが高じたことにある． 
 今年の指宿菜の花マラソン大会（１月１３日開催）を目指して，昨年１０月から３ヵ月プランでラ
ンニングを強化していった．１０月の走行距離は６０キロ程度であったが，１１月の走行距離は１７
０キロと順調に伸びていった．調子に乗りすぎて，走りすぎたことで１２月上旬から膝痛で走れなく
なった．１ヵ月の走行ブランクで出場した菜の花マラソンでは，強風・氷雨・膝痛の３重苦で３０キ
ロ付近においてリタイアしてしまった．そのまま我慢して走り続けていれば足を痛めていたかも知れ
ない．リタイアは正解であったように思う． 
 新年早々，フルマラソンを走る予定であると今年の年賀状に書いたら，大先輩からマラソンは体に
悪いからお止めなさいと忠告を受けた．私の体を心配しての忠告であり大変有り難いことである．確
かに今回経験したように，体力の限界を超えてランニングを続ければ，膝を痛めたり，体を壊すこと
になる．しかし，自身の体力の範囲の中でランニングを楽しむことは出来る．いまの私は，その範囲
でランニングを続けることを考えている． 
 筋力を含む体力は，トレーニングで向上するものである．２０数年前には，１キロ，２キロのスロ
ージョギングから始めて１年以上かけてフルマラソンを完走する体力・筋力を付けていったように記
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憶している．タイムは４時間１０数分であった．１キロ６分のペースで 42.195 キロを走りきったこ
とになる．還暦を過ぎたいまの体力ではこの記録を出すのは無理であろうが，５時間を切るタイム
（１キロ７分程度のペース）で完走をしたいものである． 
 ランニングを再開した１年前には４キロや５キロを走るのがやっとで，ランニング後には全身に強
い疲労感が残ったものである．今では，１０キロ程度を走った後でもそのような疲労感は感じないよ
うになった．iPS 細胞の山中教授は，２０キロを走った直後にテレビのインタビューを受けて疲労感
も見せず応答していた．早くその程度の体力・筋力を付けたいものである． 
 ランニングの効用の１つは，明らかに体力が付いたと実感できることである．以前はひと冬に１，
２回はカゼをこじらせていたが，この冬はカゼの予感も一切なかった．もう一つの効用は，ウェイト
コントロールである．体重は，２０代のベストな体重に近づいている．お陰で，久しい前から入らな
かった，３０代に使っていたズボンがはけるようになった．胴回りが１０センチ以上細くなった結果
である．また，食事が美味しくいただけることは，ランニングの最大の効用かも知れない．来年１月
の菜の花マラソンに向けて，筋力・体力を付けながらランニングを楽しんでいる． 

（2013.3.22/E.M.） 
	
 

６．核問題研究委員会の声明「原発再稼働を許さず脱原発の歩みを強めよう」 
 核問題研究委員会が 4月 17 日，以下の声明を発表しました． 

原発再稼働を許さず脱原発の歩みを強めよう 
2013.4.17 

 
 現在，ここ九州では原発の稼働なしで電力が供給されています．発電の 9 割程度は，石炭や石
油，天然ガス（LNG）を燃料などの化石燃料による火力発電に依存しています．これらの火力発電
の最大の問題は，地球温暖化に深い関係がある二酸化炭素（CO2）を多量に排出することです．気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第４次評価報告書(2007)は，地球温暖化の主な要因は CO2
などの人為起源の温室効果ガスであるという可能性がきわめて高いと指摘しています．旧式の石
炭火力発電では，多量のCO2排出のみならず硫黄酸化物や窒素酸化物，さらに PM 2.5 の排出など
による健康被害も心配です．最近話題の PM 2.5 は，中国からのみ飛んできているのではありませ
ん． 
 一方では，CO2を出さず環境負荷のない再生可能エネルギー（水力発電を除く）による発電は 2%
未満にしかなっていません（平成 23 年末現在）．この再生可能エネルギーによる発電を促進して
いくことは重要なことです．しかし，この再生可能エネルギーによる発電が急速に進み，化石燃
料による発電の代替になる程度に成長することは当面の間は望むべきもありません． 
 九州電力の今年５月からの 6.23%電気料金値上げの最大の理由は，これら火力発電の燃料費の
負担増加でした．九州電力の今回の値上げは，原発の再稼働を前提にして，再稼働できない場合
にはさらなる値上げを公言しています．しかし，現在でも 16 万人が避難生活を余儀なくされてい
る福島第一原発事故による被害の深刻さを思い，この被害がこの程度で済んだのはたまたまの偶
然であり，当時の菅首相の口から出たように「東日本がつぶれる」という事態にさえなり得たこと
を考えれば，この地震国日本において原発を再稼働していく道はあり得ません．現在でも，福島
第一原発事故において地震動による被害がどのようなものであったかさえ解明がなされていませ
ん．先日の淡路島地震は，発見されていない断層が引き起こしたものとされています．地震国日
本においては，原発事故に連動しうる地震はどこでも起きうると考えておくべきです． 
 以上の認識から，私たち日本科学者会議福岡 核問題研究委員会は，以下のように原発を再稼
働せず，CO2の排出量を抑えていく発電を進めて行くことが重要であると考えます． 
（１）玄海および川内の計６基の原発は再稼働を行わないこと． 
（２）CO2の排出削減を達成するために，当面の間，熱効率が悪く CO2排出の多い旧式の火力発電

を，高い熱効率の最新のガスタービン複合発電（GTCC）に順次代えて行くこと（九電は原
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発安全対策に 2000 億円程度を使おうとしていますが，その程度の予算で原発４基分の発電
量の GTCC が建設できるという試算もあります）．さらにこの際，余熱を利用していくコジ
ェネレーションを同時に行い，エネルギー消費全体の抑制する方法を取ること． 

（３）小水力，バイオマス，太陽光，風，地熱などの CO2の排出を伴わない再生可能エネルギーの
利用による発電を急速に進めること． 

以上 
日本科学者会議福岡 核問題研究委員会 

	
 

７．「日本の科学者」読書会報告 
◆3月号読書会 ＜特集＞「福島原発災害，２年後のいま」 3 月 11 日（月）午後 2時～5時 
以下は読書会で報告されたレジュメをもとに「日本の科学者」3月号の読書会の様子を編集したもので
す．なお，読書会の途中，２年前の東日本大震災の発生時刻（午後 2 時 46 分）に 1 分間の黙祷を捧
げました． 
岡本良治著「福島第一原発事故への地震動の影響」 
 本論文では，福島第一原発事故への地震動の影響を指摘する諸論考を検討し，事故の発端・津波到
達前後・事態進展における地震動の主導的な役割を分析している．事故の発端は，地震動による鉄塔
の倒壊（＝外部電源喪失）にあると明言し，さらに長時間の地震動による建造物や機器への影響が未
解明であるとしている．キセノン 133 の放出が始まったのは最初のベント弁開放以前であったこと
（Stohl ら）は，原子炉構成要素に構造的損傷があったことを示す有力な証拠という．また，波高計の
記録から津波の到達時間を推定し，非常用電源の停止原因が津波以外である可能性を説得的に論じて
いる．さらに，１号機から４号機への地震動の影響を具体的なデータに基づきながら詳細に論じてい
る．このような分析から著者は，事故の発端・事故の進展・放射性物質の大量放出について地震動が
主導的な役割を果たしたと考えている．いずれにしろ，可能な限りの直接的検証を含めたこのような
分析は，今後，ますます重要になってくるものと思われる． 

（報告：T.Y.） 

山本富士夫著「改めて科学者の社会的責任を提起する─憲法遵守と技術者倫理の実践」 
 「3.11 福島原発災害」以来，国民は「原発安全神話」を信用しなくなったが，産官学連携の利益共
同体「原子力ムラ」は国際原子力機関（IAEA）の「原子力安全文化」をよりどころに原発の再稼働を
目論んでいる．筆者は，①原発再稼働を阻止するために，原発再稼働を阻止するために「原子力安全
文化」を批判し原子力ムラを打倒し，②国民の命と暮らしを守るため憲法の前文（平和のうちに生存
する権利）・第 13 条（個人の尊重）・第 25 条（国民の生存権と社会保障の義務）を国や自治体，原子
力ムラに遵守させ，③原発事業者たちに技術者倫理を実践させることが必要であり，これらを行うこ
とが科学者の社会的責任であると提起している．ただ，これらの課題は，科学者だけの責任というよ
り全国民的課題ではないか．「原子力安全文化」が必ずしも明確ではない．また，筆者は総選挙で原発
をなくす国民運動が勝利できなかったと悲観的に分析しているが，これも適切な分析であるか疑問で
ある．原発が争点とならなかった面が大きい．憲法を重視したたたかいの重要性と，自主・自立や自
由な発言・討論を勧めている技術者倫理を実践させる重要性の指摘は当を得たものである． 

（報告：Y.M.） 
今岡良子著「ソーシャルネットワークが伝えたフクシマ─被災社会を生きる私たちの力の源泉」 
 著者は，新聞を購読せず，テレビをもたず，ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）
に依存して暮らしているという．SNS の情報はマスメディアの情報を鵜呑みにしないためにも無
くてはならないとして，2011 年 3 月から 2012 年 12 月までの twitter, facebook, Youtube, 

Ustream などの SNS が伝えたフクシマを時系列に沿って整理している．SNS はマスメディアが
取り上げることのなかった市民の運動，文化人の創造，学者の信念を記録し，このような SNS を
巧みに使い，人びとは運動を継続してきた．新しい社会を創造する力の源がここにあるという．
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（報告：A.S.） 
伊東達也著「原発震災現地での活動と課題」 
 福島原発事故で避難を余儀なくされた 16 万人もの人びとは依然として，家族そろって住める家
がない，希望がない，展望がないという過酷な避難生活を強いられている．2012 年末時点での，
そのような福島の状況が報告されている．避難で体調悪化や過労による死や自殺などの福島県の
「原発関連死」は 2012 年 4 月には 764 人であったが，12 月には 1184 人に達した．原発事故に
よる避難は今も福島県民の奪っているということだ．川内村では緊急時避難区域が 2011 年 9 月
に解除され，帰村宣言を出し，役場をもとに戻し，保育園・小中学校を再開したが，戻った村民
は元の人口の１割程度にとどまっている．戻らない理由は，仕事先がない，生活基盤が整ってい
ない，放射能汚染などである．一方，大熊町，浪江町，富岡町は「5 年間は帰還しない」ことを
宣言している．75%が帰還困難区域である双葉町では帰還に関する計画が出せないでいる．除染
は進まず，賠償をめぐるニュースは，連日のように地元新聞には報道されている．今後必要なこ
とは，①安全な事故収束対策，②福島原発１０基の廃炉，③放射性廃棄物の保管場所についての
国民的討論などであるが，とりわけ④国と東電が法的責任を認め，被害者へ謝罪し，これ以上の
健康被害を防止することであるという．                  （報告：E.M.） 

（以上，三好記） 

 
８．行事案内 
8-1．4/27（土）の講演会「即時原発ゼロの設計図」 

講演会の案内 

即時原発ゼロの設計図 
 現在，ここ九州では原発の稼働はありません．発電のほとんどは石炭や石油などの化石燃料に
よる火力発電によっています．石炭火力はたくさんの CO2 ガスを排出しますし，有用資源として
の石油をこれ以上無駄に熱効率の低い旧来の火力発電に使い続けることは疑問でもあります．し
かし，再生可能で，環境負荷のない自然エネルギーによる発電が急速に進む様子はありません．
最終的にはこのような自然エネルギーのみを使った持続可能なエネルギー収支システムに移行す
べきです． 
 原発の再稼働なしに，エネルギー供給を可能にする手段として最近注目を浴びているのが，二
酸化炭素(CO2)ガスの排出が抑制され，熱効率の高いガスコンバインド発電です．そこで，今回は
この発電方式に詳しい中西正之氏（元燃焼炉設計技術者）に下記のように「即時原発ゼロの設計図」
と題して講演をしていただき，即時原発ゼロの道を探りたいと思います．関心をお持ちの皆様の
多数のご来場を期待します． 
 

記 
 
日 時：2013 年 4 月 27 日（土曜日）開場 13:30  
    開始 14:00～16:00 
場 所：ふくふくプラザ 5F 視聴覚室（福岡市 
    中央区荒戸 3-3-39）右図参照 
講 演：「即時原発ゼロの設計図」 
講演者：中西正之氏（元燃焼炉設計技術者） 
資料代：300 円 
 
主 催：JSA 福岡「日本の科学者」読書会 
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共 催：JSA 福岡核問題研究委員会 
     同  エネルギー研究会 
     同  環境問題研究会 

連絡先：eisaku.miyoshi@kyudai.jp 電話：092-522-8401 
	
 

8-2．『日本の科学者』５月号 読書会 
 日  時：2013 年 5 月 13 日（月）14:00～17:00 
 場  所：ふくふくプラザ 604 室（福岡市中央区荒戸 3-3-39） 
 内  容：『日本の科学者』５月号＜特集＞学問の自由と研究者の権利 
	
 

8-3．『日本の科学者』６月号 読書会 
 日  時：2013 年 6 月 10 日（月）14:00～17:00 
 場  所：ふくふくプラザ 604 室（福岡市中央区荒戸 3-3-39） 
 内  容：『日本の科学者』６月号＜特集＞原発のない社会をめざして 
 
8-4．北九州分会 例会 
 日  時：5 月 24 日（金）18:00～20:00 
 場  所：（西小倉市民センターの会議室を予約予定） 
 内  容：「即時原発ゼロの設計図」（報告：中西正之氏） 
 


